
第５節 心筋梗塞等の心血管疾患医療

（現状）

（１）心筋梗塞等の心血管疾患による死亡の現状

○ 本県では平成28年に 2,092 人が心疾患を原因として死亡し、死亡数全体の

14.7 ％を占め、県民の死因の第２位となっています。

○ このうち、急性心筋梗塞による死亡数は心疾患死亡数全体の 24.6 ％であり、

515 人となっています。

○ 急性心筋梗塞の死亡率（人口10万人あたり）は、44.8 で全国平均 28.7 より

高くなっています。

また、年齢調整死亡率（人口10万人あたり）をみると、平成27年で男性 20.7
（全国平均 16.2）、女性 7.5（全国平均 6.1）となっており、5年前と比較する

と、大幅に減少していますが、全国と比較するとやや高い状況にあります。

資料：厚生労働省「人口動態統計」「人口動態特殊報告」

（課題）

（１）発症予防

○ 急性心筋梗塞を予防するためには、高血圧、脂質異常症、喫煙等の危険因

子を知り、それに対して自分がどのような状態であるかを把握し、生活習慣

を改善することが必要であり、要因となる高血圧等を早期に発見するために

は、特定健診の受診が重要です。

○ 平成27年度の特定健診の受診率をみると、52.0%（全国平均 50.1%）と目標

値の 70%を下回っています。

また、特定健診後にメタボリックシンドローム該当者等に対して実施され

る特定保健指導の実施率についても、22.9%（全国平均 17.5%）であり目標値

の 45%を下回っています。

（２）応急手当・病院前救護

○ 心筋梗塞等の心血管疾患を疑われる患者が、できるだけ早期に専門的な診
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療が可能な医療機関に到着できるような体制を充実することが必要です。

○ 心筋梗塞等の心血管疾患発症直後に病院外で心肺停止状態となった場合、

その現場に居合わせた人や救急救命士等による心肺蘇生の実施及びＡＥＤ（自

動体外式除細動器）の使用により、救命率の改善が見込まれます。

（３）救急医療

○ 急性期には、患者の来院後速やかに初期治療を開始するとともに、３０分

以内に専門的な治療を開始する必要があります。

○ 医療機関には、心電図検査、血液生化学検査、冠動脈造影検査等必要な検

査及び処置が可能な体制がとられており、冠動脈バイパス術等の外科的治療

が可能又は治療が可能な施設との連携体制をとることなどが求められます。

（４）疾病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテーション

○ 合併症や再発の予防、早期の在宅復帰や社会復帰のためには、心血管疾患

リハビリテーションを入院又は通院により実施する必要がありますが、地域

によっては、対応可能な医療機関が少ない地域があります。

（５）再発予防

○ 退院後の再発予防の治療、基礎疾患や危険因子（高血圧、脂質異常症、喫

煙、糖尿病等）を管理するため、かかりつけ医などによる継続的な経過観察

と指導や、在宅療養を継続できるための支援が必要です。

（今後の施策）

（１）予防

○ 心筋梗塞等の心血管疾患を予防するため、メタボリック・シンドローム予

防に着目した特定健診・特定保健指導等の推進を図るとともに、本県の実情

を踏まえて発症率や死亡率を有効的に低下させる要因なども考慮し、県民が

生活習慣を改善できるよう支援します。

○ 心筋梗塞等の心血管疾患やその危険因子の早期発見、早期治療のために、

地域・職域連携協議会や県医師会、検診機関等との連携により健診を受けや

すい体制を強化するとともに、精密検査が必要な人が医療機関を適切に受診

できる体制を整備し、受診を勧奨します。

○ 初期症状出現時における対応について、本人及び家族等患者の周囲にいる

者に対する教育、啓発を実施します。

（２）救護

○ 心筋梗塞等の心血管疾患を発症し心肺停止となった場合に、患者の近くに

いる者が迅速に対応できるよう、市町村、関係団体等と連携して、ＡＥＤの

使用を含めた心肺蘇生法の講習の充実を図るとともに、県民へのＡＥＤの有

用性や設置状況等の情報提供に努めます。

また、設置者に対して適正な管理を行うよう周知に努めていきます。

○ 心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる場合、救急隊、循環器を専門とする医

療機関、急性期医療を担う医療機関が連携し、速やかに専門的治療が受けら

れるよう、「傷病者の搬送及び受入れの実施基準」などにより、医療機関情報
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の共有を促進するなど救急搬送体制の充実を推進します。

（３）急性期、回復期、再発予防

○ 心筋梗塞等の心血管疾患の急性期の専門的治療や回復期のリハビリテーシ

ョンを行う医療機関、再発予防を担うかかりつけ医などが連携できるよう、

情報提供や多職種による協働・連携を促進するなど、在宅医療も含め、切れ

目のない医療が行われる体制づくりを推進します。

（目標）

項 目 現 状 目 標

（平成35(2023)年度）

急性心筋梗塞年齢調整死亡率 男性 20.7（H27） 男性 17.1
（人口10万人対） 女性 7.5（H27） 女性 6.2

（注）

（注）大分県健康増進計画「第二次生涯健康県おおいた２１」における急性心筋梗塞年齢調整死亡率の目

標値を準用。
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心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制

発
症

（医療機能）
○心電図検査、血液生化学検査等必要な
検査及び処置や専門的な診療を行う医師
等が２４時間対応可能
○ＳＴ上昇型心筋梗塞の場合来院後９０
分以内の冠動脈再疎通が可能
○呼吸管理、疼痛管理等の全身管理や、
ポンプ失調、心破裂等の合併症治療が可
能
○冠動脈バイパス術等の外科的治療が
可能又は外科的治療が可能な施設との
連携体制が可能
○電気的除細動、機械的補助循環装置、
緊急ペーシングへの対応が可能

急性期

○心電図検査、電気的除細動等急
性増悪時の対応が可能

○合併症併発時や再発時に緊急の
内科的・外科的治療が可能な医療
機関と連携している

○運動耐容能を評価の上で、運動
療法、患者教育等の心血管疾患リ
ハビリテーションが実施可能

○再発や重症不整脈などの発生時
における対応法について、患者及び
家族への教育を実施

○急性期の医療機関及び二次予防
の医療機関と診療情報や治療計画
を共有する等して連携している

回復期

（医療機能）

○再発予防のための治療や基礎疾患・危険
因子の管理、抑うつ状態への対応が可能

○緊急時の除細動等急性増悪時への対応が
可能

○合併症併発時や再発時に緊急の内科的・
外科的治療が可能な医療機関と連携している

○急性期の医療機関や介護保険サービス事
業所等と再発予防の定期的専門的検査、合
併症併発時や再発時の対応を含めた診療情
報や治療計画を共有する等して連携している

○慢性心不全患者の症状および重症度に応
じた薬物療法や運動療法を実施

○心不全増悪予防には、ガイドラインに沿った
薬物療法･運動療法、自己管理能力を高める
ための患者教育、カウンセリング等の多面的
な介入を、多職種（医師・看護師・薬剤師・栄
養士・理学療法士等）によるチームで行うこと
が重要

再発予防

在宅等での生活

経過観察
合併症併発
再発の連携

退院・通院

（医療機能）

○高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等の
危険因子の管理

○初期症状出現時における対応について、
本人及び家族等患者の周囲にいる者に対
する教育、啓発の実施

○初期症状出現時に、急性期医療を担う
医療機関への受診勧奨について指示

予防

かかりつけ医

（家族等周囲にいる者）
・発症後速やかに救急要請を行う

・心肺停止が疑われる者に対して、
AED の使用を含めた救急蘇生法等
適切な処置を実施

（救急隊員）

・薬剤投与等の特定行為を含めた救
急蘇生法等適切な観察・判断・処置
を実施
・ 急性期医療を担う医療機関への速
やかな搬送

救護

（医療機能）

○在宅での運動療法、再発予防のための管
理を医療機関と訪問看護ステーション・かかり
つけ薬剤師・薬局が連携し実施出来る

在宅療養支援

救
急
搬
送

受診

かかりつけ医
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